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概　要

「所有から利用へ」の世界を支える
クラウド・コンピューティングの可能性

　クラウド・コンピューティングは、各種の計算、情報通信処理を、手元の計算装置で
はなくネットワークの向こうのクラウドセンターにある計算資源を使って行い、手元の
端末に表示する一連の情報処理のことを指す。
　クラウドの提供するサービスはハードウェア、ソフトウェア、プログラマ向けの開発
環境に対応するものがある。特徴としては、計算資源の拡張性・柔軟性、また従量制課
金による初期投資が不要であることや、メンテナンスやバージョンアップなど煩雑な作
業からのユーザーの解放、などがあげられる。
　クラウドの真に革新的な点は、「所有から利用へ」という情報処理エンジンのパラダイ
ムシフトにある。特にビジネスにおいては、情報処理インフラが、従来の専有形態のシ
ステムから、クラウド上の共有利用形態に移り、ビジネスプロセスにも変革を起こす。
それに伴って全産業にわたって産業構造の変革をもたらす可能性がある。
　現時点で、日本には世界に並ぶクラウド・センターがまだ存在しておらず、クラウド
を活用した ICT サービス産業の育成や、人材育成、またクラウドにより社会・経済を変
革できる人材の育成が急務となっている。
　クラウドは、社会的な影響、産業一般に対する影響が大きいため、情報産業界の受け
止め方も、大きな期待と不安に満ちたものとなっている。しかし、このビジネスモデル
の大幅な変革が、我が国の情報通信産業にとって大きな転機となる。

クラウド･コンピューティングを取り巻く環境とそれを支える技術
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1   はじめに

科学技術動向研究

「所有から利用へ」の世界を支える
クラウド・コンピューティングの可能性

 黒川　利明 日高　一義 
 客員研究官 客員研究官 

　「クラウド」という言葉は、英語
の雲（cloud）から来ている。クラウ
ド・コンピューティングは、イン
ターネットを基盤にした情報処理
を指し、インターネットを雲の形
で書き記す。すなわち、各種の計算、
情報通信処理を、手元の計算装置
ではなく、雲の向こうのクラウド・
センターにある計算資源を使って
行い、手元の端末に表示すること
を指す。
　クラウド･コンピューティング
は、コンピュータのバッチ利用、
リモート処理、時分割処理、パー
ソナル・コンピューティング、ク
ライアント・サーバーなどと言っ
た利用形態あるいは利用システム
の延長にある。広い意味では、
ICT 技術の進展とインターネット
の浸透による、個人の生活、企業
の活動、社会の制度などの大きな
変化を支える、近未来の IT 技術と
その活用全般をクラウド・コン
ピューティングと呼ぶこともある。
　そのために、単に「クラウド」と
言っても、クラウド・コンピュー
ティングのどのような側面を指す

か、また、どのような立場で考え
るかによって、多様な解釈があり
得る。細かい定義に関しては議論
が分かれ、識者の間でも意見の不
一致が見られる。
　総務省が平成 21 年 6 月 5 日に発
表した、「ICT ビジョン懇談会報告
書－スマート・ユビキタスネット
社会実現戦略－」1）や、経済産業
省が平成 21 年 7 月 22 日から始め
た「クラウド・コンピューティング
と日本の競争力に関する研究会」の
報告 2）においては、「クラウド」や

「クラウド・コンピューティング」
という言葉を、今後、一層インター
ネットへの依存が深まる情報通信
処理全般に広く用いている。そこ
で、 本 稿 で も「 ク ラ ウ ド・ コ ン
ピューティング」を「クラウド」と省
略して呼び、クラウドのサービス
について、そしてクラウドの可能
性について広く述べる。一方、ク
ラウドの技術要素については、す
でに多くの解説があるので省略す
る（たとえば、参考文献 3））。ただし、
クラウドを取り巻く環境、いわゆ
るエコ・システムについては、多

少解説する。
　クラウドの可能性すべてが、こ
れから将来にかけて必ず実現する
とは限らないし、また、いつ実現
するかも現時点では分からない。
さらに、クラウドが計算や情報処
理のあらゆる場面で使われるよう
になるわけではない。恐竜と揶揄
されたメインフレーム計算機がい
まだに利用されているように、従
来から使われている計算機も含め、
様々な計算機やシステムが用途に
応じて使われていくのが自然な流
れである。
　強調すべきクラウドの革新性は、
目に見える個別のサービスや技術
要素よりも、むしろ、クラウドセ
ンターを成り立たせるソフトウェ
アなどのスケーラブルな設計運用
方針と CO2 排出なども考慮した包
括的な TCO（包括維持費用）への
取り組みやクラウド利用の背景に
ある「所有から利用へ」といった考
え方、そして、地球規模のスケー
ラブルな市場にあると言える。
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2   クラウド・コンピューティングについて

2─1
クラウド・コンピューティング

のサービス

　クラウドの提供するサービスは、
① CPU、メモリ、ストレージなど
のハードウェアを提供するもの（ク
ラウド・ハードウェア・サービス
Hardware as a Services（HaaS）／
Infrastructure as a Service（IaaS））、
②ワープロ・表計算・顧客管理な
どのアプリケーションソフトウェ
アを提供するもの（クラウド・ソフ
トウェア・サービス　Software as 
a Service（SaaS）、③プログラマに
開発環境を提供するもの（クラウ
ド・プラットフォーム・サービス、 
Platform as a Service（PaaS））の 3
つに分かれる。
　図表 1 によりクラウド・ハード
ウェア・サービス（HaaS）の概略を
説明する。まず、クラウドのホー
ムページにインターネットでアク
セスする。アクセスする権利など
はあらかじめ許可されているもの
とする。次にクラウド・コンピュー
タのサービス画面で、自分の要求
するコンピュータの構成情報（CPU
の仕様、メモリーやハードディス
クの容量、オペレーティング・シ
ステムなど）、使用期間、使用料金
を払うための情報などを入力する。
これにより、クラウドのデータセ
ンターに、要求したコンピュータ
が“仮想的に”準備される。ユーザー
はこの仮想的なコンピュータを要
求した期間は、物理的なコンピュー
タを手元に置いて使うのと全く同
じように、インターネットを通じ
て自由に使うことができる。
　現在提供されているクラウド・
ハードウェア・サービスとしては、
アマゾン社が自社インターネット・

サービスで使っているコンピュー
タ・リソースをその空き時間を利
用してユーザーに従量制で利用を
提供することがきっかけとなった
Elastic Computer Cloud（EC2）、
Simple Storage Service（S3）、 マ
イクロソフト社が提供する Azure、
IIJ、ニフティなど通信事業者が提
供するものなどがある。また、企
業ユーザーにクラウドサービスを
提供することを目的とする IBM 社
の Blue Cloud では、IT・携帯電話
をはじめとした製品の開発・テス
ト時にダイナミックにコンピュー
タ・リソースを提供するという
サービスも行う。これらの背後に
あるクラウドセンターでは、低価
格なサーバーを何万台も組み合わ
せ、クラウドサービスの低価格化
を実現している。
 　次に、図表 2 によりクラウド・
ソフトウェア・サービス Software 
as a Service（SaaS）の概略を説明
する。ユーザーは、クラウドのデー
タセンターに用意されている、メー

ルソフトウェア・業務用ソフト
ウェアなどを、インターネットを
介して必要な時に利用できる。料
金体系は、従量制・従来のライセ
ンス方式・無料など様々である。 
　現時点で代表的なクラウド・ソ
フトウェア・サービスには、7GB
の容量まで無料で利用できること
で 有 名 な Gmail を 含 む Google 
Apps、セールスフォース・ドット・
コム社の顧客管理アプリケーショ
ンである Salseforce CRM などがあ
る。
　これらのクラウド・ソフトウエ
ア・サービスを通して提供される
アプリケーション・ソフトウェア
は、自分の PC に導入する必要が
なく、Web ブラウザーを通して使
えるようになっており、メモリー
やストレージも必要に応じて追加
さ れ る。 例 え ば グ ー グ ル 社 の
Gmail では、携帯電話の個人認証
により、手軽に電子メールアカウ
ントを作成して、電子メールによ
るコミュニケーションを行うこと

図表 1　クラウド・ハードウェア・サービス（HaaS）

科学技術動向研究センターにて作成



科 学 技 術 動 向　2010年 6月号

12

ができる。このサービスは無料で
あるにもかかわらず、メール保管
のディスク・スペースが割り当て
られるだけでなく、スペルチェッ
ク、メール検索やグルーピング、
グループメンバーと予定の調整・
共有ができるカレンダー機能、ス
パムメールを分別できるセキュリ
ティ保護機能などの高度な機能も
提供されている。これらの機能は
従来のように PC にソフトウェア
を導入するという作業が不要であ
り、インターネットのウェブ上の

サービスとしてウェブ・ブラウザ
さえあれば誰でも利用できる。こ
れが SaaS の典型的な例と言える。
　さらに、図表 3 によりプラット
フォーム・サービス Platform as a 
Service（PaaS）の概略を説明する。
　ソフトウェアの開発者は、イン
ターネットを介してクラウドの
データセンターに準備されている
ソフトウェアの開発環境を用いて、
自分のソフトウェアを開発できる。
開発したソフトウェアは、クラウ
ド・データセンターのサーバ上で

起動させ、他のユーザーに利用さ
せることができる。開発環境やデー
タが、どの物理サーバー上にある
のかは開発者は知らなくてよい。
これらは、開発環境を整備する時
間的・金銭的コストを大幅に削減
するメリットにつながる。
　クラウド・プラットフォーム・
サービスとして現時点で代表的な
例には、グーグル社の Google App 
Engine、セールスフォース・ドッ
ト・コム社の Force.com などがあ
る。これらは、Web サーバー上で
開発環境とユーザー・プログラム
の実行環境を提供している。マイ
クロソフト社も、Windows Azure 
Platform の提供を開始したが、こ
こでは従来の Windows の開発環
境が提供されているため、Windows
環境でのソフトウェア開発担当者
の注目を集めている。
　クラウドのサービスの特徴とし
て、まず、拡張性があげられる。
CPU・メモリー・ストレージなど
のリソースは必要に応じて、時に
は自動的に、追加され、拡張される。
また、不要になったら、いつでも
リソースを解放し課金対象からは
ずせるような柔軟性も特徴となっ
ている。ハードウェアにせよソフ
トウェアにせよ使った分に応じて
料金が課金される従量性課金が主
に採用されている。コンピュータ
そのものを購入するわけではない
ので、初期投資が極めて低いとい
うメリットがある。また、データ
センターですべてのオペレーショ
ンを行うため、メンテナンスやバー
ジョンアップなどの複雑なコスト
のかかる操作からユーザーが解放
されるという利点もある。

2─2
クラウド・コンピューティング
を取り巻く環境と支える技術

2-2-1　環境要素

図表 3　クラウド・プラットフォーム・サービス（PaaS）

科学技術動向研究センターにて作成

図表 2　クラウド・ソフトウェア・サービス（SaaS）

科学技術動向研究センターにて作成
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　クラウド・コンピューティング
の技術（以後、クラウドと略す）に
ついては、まず取り巻く環境を考
慮しておく必要がある。なぜなら、
技術要素それ自体は、目新しいも
のではなくても、環境との相互作
用によって、新しい影響力を持つ
ようになっているからである。
　日本企業が現時点でクラウドを
導入する最大の理由は、コスト削
減である。しかし、「所有から利用
へ」という考え方の変化や、そのよ
うな共有化を推進する制度が、ク
ラウドの基盤を支えると同時に、
クラウドの発展とともに強化され
ていくという点が、より重要であ
る 4）。
　クラウドが注目を浴びる理由に
は、当然ながら、それが世の中の
様々な現在および将来のニーズに
応えているという側面がある。ま
ず第一に、ビジネスの世界におい
て不確実性が増大し、環境が激変
してもそれに迅速に対応できるよ
うに、組織自体を変化対応型に変
えていかねばならないという要求
がある。そのために、人材を含め
た手持ち資産の流動化が進められ、
顧客に対する価値提供をモノだけ
の提供からモノを含めた包括的な
サービスへと置きかえていくサー

ビス化の流れが加速されている。
そのような変化に対応して持続し
ていくことが可能なようにビジネ
スを支える情報資産は流動化する。
クラウドが提供するのは、業務遂
行の神経とも言うべき情報システ
ムを、外界の変化に即対応できる
アジリティ（迅速性）を備えたもの
に変えていく情報基盤である。
　第二に、グローバル化への対応
という要求がある。クラウドが備
えるスケーラビリティは、数十億
人を超える全世界の利用者を対象
にできるという点で期待を集めて
いる。第三に、CO2 削減などの環
境保全およびエネルギー消費節減
へ の 要 求 が あ る。 第 四 に、e ―
Science、電子政府、スマートメー
タの導入など、新たで多様な情報
処理の要求への対応がある。

2-2-2　技術基盤要素
　クラウドを支える技術基盤要素
としては、仮想化・インターネッ
ト・およびムーアの法則に代表さ
れる素子の高機能化・低価格化が
ある。
　仮想化（virtualization）の技術の
端緒は、1960 年代の IBM360 とい
うコンピュータシリーズが実装し
ていた VM（Virtual Machine）の技

術に遡る。当時は、高価な大型計
算機を共同利用するためのもので
あったが、現在の仮想化は、莫大
な（端的には数万）個数のプロセッ
サの上で、仮想的なシステムを多
数の利用者に提供できる技術に発
展している。
　仮想化に関連するシステム管理
は、現在のクラウドを支える技術
のなかで、システム・ユーザが特
に魅力を感じる機能である。厖大
な個数のシステムから構成される
クラウドセンターでは常にどれか
のシステムで故障が生じるのが通
例だが、システムとしては常時修
復され、センター全体としては、
通常のユーザーにとって、ほとん
ど不便を感じない程度に安定的に
稼働することを目標に管理されて
いる。（現状は、99.9% 程度の稼働
率が目標になっている。）しかも、
そのシステム管理費用は高可用性
を追求した専用システムと比べる
と安価なものとなっている。
　インターネットとそれを実現す
るネットワーク技術も、クラウド
を支えていることは、明らかであ
る。クラウドの利用にはネットワー
クが欠かせない。クラウドのセキュ
リティや利便性の向上のために、
ネットワークをさらに高度化する
努力や世界的に見てネットワーク
全体を最適に配置するための努力
が今後も必要となる。
　素子の高機能化・低価格化は、
次で述べるように、クラウド・デー
タセンターの増大につながってい
る。プロセッサ技術の将来方向を
考えた場合には、より多数のプロ
セッサ･コアを一つのチップの上に
載せていく方向にあり、メニー・
コア（many-core）という呼び方がな
されている。現在、多数のシステ
ムを対象として運用されているク
ラウドのシステム管理技術が、将
来は、メニー・コアプロセッサー
を備えた一台のコンピュータ･シス
テムにおいても採用される時代が
やってくるだろうという予測がな

図表 4　クラウド･コンピューティングを取り巻く環境とそれを支える技術
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されている 5、6）。

2-2-3　 クラウド・データセン
ター技術

　クラウド・データセンター（以
下ではクラウドセンターと略す）
は、クラウドに関する技術の中で
最も分かりやすい対象である。数
千、数万という大量の計算資源を
集中管理して、全世界の利用者に
対して、クラウド機能を提供する。
　クラウドセンターは、計算資源
を集中したデータセンターの発展
形である。しかし、単に規模が大
きくなっただけではなく、技術的
にも考え方（ポリシー）にも従来の
データセンターにはなかったもの
になってきている。
　基盤となる考え方のひとつが、
包括的な TCO（Total Cost of Own-
ership 全維持費用）削減である。こ
こで、「包括的な」と言うのは、従
来の TCO では、基本的にシステ
ムのハードウェア・ソフトウェア・
ネットワーク費用しか考えていな
かったが、包括的な TCO では、
電源・空調・人件費・CO2 排出量
などまで考慮して、クラウドセン
ターの費用を削減しようとするか
らである。提供される計算費用の
低減は、いわゆる「無料ビジネス」7）

という新しいビジネスモデルを支
える大きな要素となっている。
　クラウドセンターの設置に関す
る技術として、最近注目を浴びて
いるものにコンテナに多数の計算
システムを詰め込んで使っていく、
コンテナ技術がある 8）。これは、
国際流通に使われている標準的な
コンテナをクラウドセンターの構
築要素として使う。最近では、コ
ンテナ自体が自然空冷で運用でき
るようになっており、センターの
建築費がかからないという利点が
ある。このようなコンテナを必要
なだけ集積することによって、膨
大な情報処理需要に迅速かつ安価
に対応できるようになる。
　運用技術においても、従来のデー

タセンターでは行われなかった運
用方式が考えられている。例えば、
データセンターの要素機器、プロ
セッサー・ディスク（フラッシュメ
モリによるものも含む）・ルータな
どの価格および電力消費量が、ムー
アの法則に従って低減し続けてい
るため、3 年も経てば新製品と交
換することで包括的な TCO を削
減するという方式が取られている。
また、システム要素の故障に対す
る処置においても、故障した要素
は、放置しておいても全体として
の計算効率には影響が出ないため、
故障が発覚した時点ではなく、定
期的な巡回時にまとめて交換する
という方式が、取られている。こ
れらの運用方式も包括的な TCO
削減効果が大きい。

2-2-4　データ関連技術
　データとその管理について、現
在、注目を浴びている点は、利用
者のユーザ・データの可搬性とそ
の管理である。現在提供されてい
る商用クラウドにおいてはユーザ・
データの可搬性が保証されておら
ず、制度面で、データに対する警
察司法権限や規制については、物
理的にデータが存在すると考えら
れる地域の制度に従うものとなっ
ている。しかし、これは世界中の
他地域からの利用者にとっては必
ずしも理にかなうものではない。
　一般的にはあまり意識されてい
ないが、クラウドの大きな能力と
して、大規模並列処理技術も注目
されている。中核となるのは、仮
想化やシステム管理の技術である
が、アプリケーションに近いデー
タベース処理やトランザクション
においても、その基本的な考え方
も大きく変わっていく可能性があ
る。データベースやトランザクショ
ンにおいては、従来、統合性や整
合性が最優先の要件とされてきた。
これに対して、最近のクラウドで
開発された技術は、統合性と整合
性よりも、並列化のスケール・ア

ウト機能による高速処理を優先す
る。具体的には、データベースでは、
従来の関係データベースモデルで
は な く、 キ ー・ 値 対（Key-Value 
Pair）を柱にして、大量のデータを
高速に並列処理する。トランザク
ションにおいても、整合性を常に
担保する二相コミットなどを行わ
ず、大量の並列トランザクション
を実行した後に確認を取るような、
結果整合性（eventual consistency）9）

と呼ばれる技術を採用している。
さらに、このような計算を一般化し
た「エラー忘却型コンピューティン
グ（failure-oblivious computing）」22）

という概念も提案されている。こ
れは、処理途中でデータ不整合な
どのエラーが生じても直ちにそれ
に対応する処理をするのではなく、
エラーが生じたという記録だけを
残して、計算を継続する。このよ
うな結果整合性やエラー忘却型を
とるデータベース / トランザク
ション・アプリケーションの実行
は、そのような計算方式をとるビ
ジネスにおいて、個別データの統
合性や整合性を多少犠牲にしても、
ビジネス全体のスピードとスケー
ル・アウトの方を優先視すること
を意味している。このようなクラ
ウド・ベースの新たなビジネスの
方式は、従来のビジネスの単なる
延長ではなくなるという可能性も
ある。具体的には、グーグル社な
どの検索エンジン、アマゾン社な
どのリコメンデーション・システ
ムがそのようなビジネス例である。
前述の「無料ビジネス」の構築はこ
の方向の上にある。

2-2-5　セキュリティ技術
　セキュリティは、クラウドの一
番の弱点として取り上げられてい
るため、これを克服するための技
術開発が進められている。新たな
方 式 と し て は、Virtual Private 
Cloud（VPC）23）の導入がある。セ
キュリティを確保した仮想環境の
提供や、データがどこにあるか分
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からないというクラウドの弱点と
言われている部分を逆手にとって、
積極的にデータを分散することに
よって、攻撃や漏えいを防ぐとい
う方法 10）も提案されている。
　また、一般利用者に対する詐欺
行為であるとか、サービス提供者
に対する DOS（Denial of Service）
攻撃などの悪質な攻撃を防ぐため
に、基盤となるネットワークのレ
ベルで、悪質な利用者の参加を排
除することで、セキュリティを確
保しようとする動きもある。
　さらに、セキュリティと実際の
運用実態やリスクなどを勘案した
うえで処理することも考えられて
おり、国際的な法制度も含めた枠

組みの整備や標準化などが論じら
れている。これには、クラウド事
業者の法的な責任をどうするか、
情報の安全性の保証をどのように
担保するかというような問題も含
まれる。後の「6．日本におけるク
ラウドセンター」でも触れるが、国
家としての情報安全保障という視
点も必要になる。
　一方で、クラウドの浸透に伴っ
て、セキュリティ自身への考え方
も変わりつつある。デジタル・ネ
イティブ 20）と呼ばれる若い人たち
の中には、年配者にとってはプラ
イバシーに関わるもので外部に発
信してはならないと思われるよう
な事柄まで、Twitter や SNS など

であけっぴろげに論じるような傾
向がある。ネット上のプライベー
トな集まりが日常化しており、一
つ一つのセキュリティを守ること
よりも、そのような場をどのよう
に悪意のある外部者から保護する
かが今後の課題となっている。企
業活動においても、企業の外への
Twitter を通じての情報交換が、
正式な企業広報とどのように関わ
るかが、企業法務の観点からも論
じられている。そのような私的な
要素を含めた関わり方が、有効性
とコストの両面から評価されてき
ている。

　クラウド･コンピューティングが
世の中にどのようなインパクトを
与えるのかという点で、可能性を
社会・企業・個人の三つの観点か
ら検討する。2005 年の「PC グリッ
ド・コンピューティング」の報告 17）

でも述べられたように、世界中の
CPU パワーは、すでに業務で必要
とする計算能力を上回っていて、
過剰に装備されていると考えられ
ている。それでも、クラウド･コン
ピューティングを推進するクラウ
ドセンターが建設されようとして
いる背景には、①従来は、｢ 計算 ｣
と見なされていなかったような新
しい応用分野、例えば、YouTube
のような動画の投稿・共有、ある
いは、iPad のような電子書籍閲覧
などが生じていること、② ｢ 無料
ビジネス ｣ のように過剰で安価な
計算資源が利用できることを前提
にした新しいビジネスモデルが生
じていること、などの変化がある。

3─1
社会の変化における可能性

　社会において、クラウドは、計
算（情報処理）に関する様々な負荷
を軽減する可能性を持っている。
この負荷軽減は、散在していた計
算資源を集中管理して共有利用す
ることと ICT サービスの標準化に
よって達成される。例えば、最近
の地球環境保護、CO2 削減の観点
から、クラウドに移行することに
よって、情報処理に伴う CO2 排出
を削減することができる。これは、
様々な場所に散らばっている計算
資源をクラウド･センターに集約す
ることによる電力や水などの全体
としての使用量削減という直接的
なもの 11）から、クラウドを活用し
た在宅勤務の普及などによる間接
的なものにまで及ぶ。負荷軽減の
中には、計算環境を構築しサービ
スを提供するための作業量軽減や、
設置のための時間の短縮と言った
ものもある。別の観点から言えば、

従来の情報処理の開発やサービス
に従事している大量の人員が不要
になるということでもある 12）。
　安価な ICT 基盤を提供し、ICT
費用を軽減することは、開発の手
間や時間といった ICT システム構
築の負荷軽減となる。ICT 費用の
軽減は、既存のサービスを ICT に
よって、より安価に代替したり、
ICT を活用した新たなサービスの
考案と導入が容易になる可能性も
与える。したがって、社会システ
ムの進化を加速し、社会全体とし
ての便益も増やす可能性がある。
しかし他方で、社会的な営みが従
来よりも一層 ICT に依存するよう
になることから、ICT 弱者の存在
など ICT に関する格差問題や ICT
に関するセキュリティなどのリス
クが増大するという危険性もある。

3─2
企業の変化における可能性

　企業においては、上記の社会の

3   クラウド・コンピューティングのもたらす変化の可能性
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変化で述べたような負荷の削減・
ICT 費用の軽減・開発時間の短縮・
さらに新製品や新サービスの開発
時間と開発コストの削減という効
果が、企業グループ単位で享受で
きる。そのほか、クラウドを活用
することによって、40 億人という
地球規模のインターネット・ユー
ザ（クラウド・ユーザ）のすべてを
顧客とすることも可能になり、小
さな企業でも巨大な市場にアクセ
スすることが可能となる。また、
クラウドのもつ共有促進機能を活
用することにより、オープン・イ
ノベーションを加速することがで
きるようになる。さらに、他分野
の企業が提供するサービスを自社
の事業に取り込んだり、逆に、自
社のサービスを他社に提供し活用
してもらうというような関係強化
が増えてくる。
　日本国内においては、情報漏え
いなどへのセキュリティ対策の一
環として、社内クラウドに社内外
から接続する端末（thin client と呼
ばれる）の装備が進んでいる。社内
で使われるデスクトップ・パソコ
ンには、ハードディスクなどのメ
モリは内蔵されず、ワープロやメー
ルなどのソフトウェア全てを、ク
ラウドに置いている大手企業もす
でに存在する。今後は、スマート
フォンなどのクラウド端末が企業

内でも使われるようになると見ら
れている。
　一方、アクセス可能な市場の拡
大とともに、グローバルな競争が
ますます激しくなり、思いもかけ
ないような競争相手が出現してく
る場合が多くなる。他社との協力
関係も頻繁に見直され、顧客から
頻繁に批判や要望が届くようにな
る。サービスの寡占化が進む可能
性もあり、企業運営の不確実性が
増大する。

3─3
個人の変化における可能性

　PaaS や IaaS を個人で直接利用
する場合を除いて、個人には、ク
ラウド・コンピューティングを利
用しているのか、その他のインター
ネットのサービスを利用している
だけなのかの区別がつかない。例
えば、代表的な既存のアプリケー
ションである Gmail では、それ以
前から存在した無料のインター
ネット・メールサービスとの相違
は、容量や関連サービスの多さ程
度しか分からない。次に述べるこ
とは、したがって、「ユビキタス情
報通信」が実現した場合において考
えられていた個人の変化と重複す

る。
　クラウド・デバイス 13）と呼ばれ
る端末が世界中に行き渡り、情報
通信の主要な役割を占めるように
なる。クラウド・デバイスは、現
在の PC やスマートフォンなどの
発展した端末と考えることができ
る。個人が身につける携帯型と、
家庭・職場・公共の場などに置か
れた設置型の二種類が普及すると
考えられる。いずれも、音声・ジェ
スチャー・キーボードなど複数の
入出力機能を備える。
　社会生活を送る上で必要な個人
の情報は、クラウド上で管理され
ることになる。様々な手続きがク
ラウド・デバイスを通じて 24 時間
いつでも容易に行えるようになる。
一方で、クラウド上の貴重な情報
を狙うサイバー犯罪は増加の一途
をたどると考えられる。自分の管
理情報に問題がないかどうかを、
常にチェックする必要が生じるだ
ろう。
　クラウドが普及すれば、個人の
起業も容易になり、就職や就職の
ための学習も容易になる。一方で、
企業や組織が頻繁にその活動を変
化させるようになることから、そ
の変化により職を失う頻度が高く
なると考えられる。

4   所有から利用へ

　クラウドの真に革新的な点は、
「所有から利用へ」という情報処理
エンジンのパラダイムシフトにあ
る。現在、60 代以上の年代の人々
にとって、計算機利用という観点
だけから見ると、あたかも 30 年以
上昔の大型計算機センターの共同
利用という過去の状況に戻るよう
な感じがするかもしれない。かつ
て、コンピュータが非常に高価で
あった時代には、共同利用が普通

で、一個人や一企業が専有的に所
有する方が特別なことであった。
しかし、ムーアの法則によりコン
ピュータの素子の価格性能比が劇
的に上昇して価格が大幅に低減し
たため、個人も組織も PC という
コンピュータを所有することが容
易になった。極端な例としては、
2009 年 12 月にサンフランシスコ
で開かれたマイクロソフト社主催
の会議では、数千人の参加者全員

にノート型パソコンが無料で配布
された 14）。
　クラウドによって、再び電子計
算機の利用が専有的所有から共同
利用へと転換する大きな要因は、
利用コスト・利便性・アプリケー
ション、そしてその背後にある価
値観の変化にある。インターネッ
トの普及に代表されるように、情
報処理が企業や政府組織などの業
務のみならず、個人生活のあらゆ
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る局面で行われるようになり、し
かも、それが当然のことと受け止
められるという環境が実現した。
コンピュータの利用コストは、通
信インフラストラクチャ、すなわ
ちインターネットと携帯電話の普
及と性能・信頼性向上によって、
劇的に下がった。さらに、ほとん
どの局面における ICT 利用の標準
化と普及によって、利用に伴う様々
な手間が減った。インターネット
や携帯電話を支援する無線ネット
ワークの普及と高度化によって、
利便性も向上した。アプリケーショ
ンの点でも、従来の計算環境では
ありえなかったような SNS や GPS
を使ったモバイルアプリケーショ

ンが可能となった。さらに、ネッ
トワークへの参加者数という観点
では、世界中で何十億人という携
帯電話の利用者がこのようなアプ
リケーションの視野に入ることに
よって、巨大な市場が生まれよう
としている。
　クラウドが推進する「共有」の概
念は、過去の効果で所有できなかっ
たための「計算機センターの共同利
用」に戻ることではない。むしろ「専
有」する手間を省くという意味の共
有化である。あるいは、「仮想的な
所有」という利用形態であると言っ
てもよい。これは、カー・シェア
リングが、自家用車が高価なため
ではなく、環境配慮や所有の手間

を省くために、導入されているの
と同様である。
　クラウドでは、膨大な計算資源
を自分の用途に合わせて好きなよ
うに変更し、手元のクラウド･デバ
イスを通していつでもどこでも入
出力ができる。あたかも、巨大な
計算機が手元のクラウド･デバイス
の中に装着されているかのような
錯覚を与える。
　さらに、専有的な所有から共同
利用へと言う考え方の転換によっ
て、他者とのアプリケーションや
知識の同時共同利用や、従来考え
られなかった方面へのオープン・
イノベーションを展開するという
可能性が開けている。

5   大きな変革が予想される場面

5─1
研究開発の変革

　クラウドの研究開発は、要素技
術の研究開発から始まるテクノロ
ジー・アウト的な進展ではなく、
ビ ジ ネ ス の 戦 略 が 牽 引 す る ソ
リューション・プル的なアプロー
チにより進展している。
　グーグル社やアマゾン社は、ま
ず自分たちのビジネス戦略に基づ
いて顧客に提供するサービスを決
め、これを最善の方法で提供する
ための方法として、ビジネスプロ
セスとそれを実現する IT を含むイ
ンフラストラクチャを設計した。
この IT インフラストラクチャを構
築する際には、費用と効率のバラ
ンスをとり、新たにコンピュータ
を開発するのではなく、既存のコ
ンピュータを大規模に集めた。こ
のようにビジネスを優先し、技術
は従来のものを用いることでサー
ビスを始めると、大量の検索や、
大量の購買を処理するための基本

的な研究課題が出て来た。この研
究課題には、　データの整合性 15）

や分散ファイルシステム（Amazon 
S3）の開発などが含まれる。例えば
前者に関しては、データの整合性に
関して従来からあった結果整合性

（eventually consistency）と い う 概
念が、BASE（Basically Availability, 
Soft State, and Eventually Consis-
tency）として拡張され、新たなト
ランザクション技術を生んだ 15）。
この流れは、基礎研究から始めて
製品化に結びつけるテクノロジー・
アウト的な進め方ではなく、ビジ
ネス戦略が牽引するソリューショ
ン・プル的なアプローチの典型的
な例と言える。投資の無駄を避け、
かつ良い IT サービスを提供するた
めには、このようなソリューショ
ン・プル的な研究開発をいかに成
功させるかが、インターネット・
テクノロジーの研究開発における
成功の鍵となると思われる。

5─2
ビジネスプロセスや 

ビジネスインフラの変革

　クラウドの普及と「所有から利用
へ」という考え方の浸透は、特にビ
ジネスプロセスやビジネスインフ
ラに大きな変革を起こす。現在の
ビジネスの多くは、情報を資産の
重要な部分として明示的に扱って
いる。その情報を処理するインフ
ラが、従来の専有形態から、共有
利用形態に移ることによって、ビ
ジネスプロセスそのものに、様々
な影響が生じる。
　共有利用するクラウドの適用形
態には、部門別のサーバーを統合
した全社規模の社内クラウドから、
グループ企業間のグループ・クラ
ウド、あるいは、共有相手がまっ
たく分からない商用のクラウドま
で、いろいろとありうる。したがっ
て、ビジネスプロセスの変革の程
度も、様々であるが、基本的には、
オープン化・可視化・標準化とい
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う静的な側面と、迅速性・弾力性
（elastic）・変化対応性という動的
な側面とによって変革が進むと考
えられる。
　オープン化・可視化・標準化と
いう静的な側面とは、ビジネスプ
ロセスを関係者が専有し、情報を
抱え込んで他者より優位に立とう
とする状況であったものが、プロ
セスを開放するか標準的なものに
変更することによって、プロセス
を可視化し情報を共有することに
よって、プロセス全体の効率を高
め、関係者全体で Win-Win の関係
を築こうとするようになることで
ある。これには、国際物流の可視
化を図ろうという APEC などの動
きや、国際会計基準の採用などと
言った動きが相当する。
　動的な側面である迅速性・弾力
性・変化対応性は、企業が直面し
ている不確実性に対応して、ビジ
ネスプロセスとビジネスインフラ
を弾力的に運用しようという動き
につながる。クラウドの採用によっ
てビジネスプロセスとインフラが
弾力性を持つことによって、季節
的に限定された新ビジネスでも、
例えば年賀状サービスのウェブポ
などのように可能になってきた。

「無料ビジネス」の多くは、このよ
うな弾力的なインフラによって固

定費を変動費にすることが可能と
なったことにより、実現している。
　クラウドは、データやプロセス
の共有を実現することで、上記の
静的な側面による変革を支援し、
情報処理の資源を弾力的に提供す
ることによって動的な側面による
変革を支援する。

5─3
情報産業の構造変革

　クラウドは全産業に渡ってビジ
ネスプロセスの変革を起こし、産
業構造の変革ももたらす可能性が
ある。3―2 で述べたように、各企
業が余分な資産を持たずにスリム
化すると同時に、他企業との連携
を積極的に取っていく。このため、
従来の意味での規模拡大ではなく、
むしろ専門に特化し、関連する他
分野の企業との関係を俊敏に取っ
ていく能力が評価されるようにな
ると考えられる。
　特に情報処理に直接関わる ICT
産業には、次のような変化をもた
らす可能性がある 12）。
◦�PC などのコンピュータの一般販

売は無くなり、PC の機能と携帯
電話の機能を併せ持った、様々

なクラウド・デバイスが安価に
販売される。

◦�ICT 関連製品や業務の標準化が
進展する。

◦�顧客の要望に合わせたシステム
開発やシステム・インテグレー
ションという形式の情報処理
サービスは無くなり、利用者自
身が多様なサービスを選ぶか、
自分自身で組み合わせて使うよ
うになる。

◦�上記の結果として、従来のコン
ピュータ産業従事者や情報処理
サービス従事者は、業務内容の
大幅な変更を余儀なくされる 25）。

◦�ハードウェア・ソフトウェア・
サービスを「販売する」という活
動、あるいは「リースする」・「ア
ウトソーシングする」という活動
は、ハードウェア・ソフトウェ
ア・サービスの「所有」（一定期
間の所有を含む）を前提とした市
場でのビジネスモデルであった。
したがって、所有から利用へと
いう市場の変化にともなって、
ICT 企業の活動は、常にネット
ワークで接続された基盤の上で
絶えず取捨選択されるコンポー
ネント化された「機能」をオンデ
マンドに供給し続けるというビ
ジネスモデルに移行する。

6   日本におけるクラウドセンター

　日本は、インターネットおよび
携帯電話によるネットワーク網が、
世界でも有数の普及率・可用性・
信頼性を達成しているため、クラ
ウドを利用する環境としては、理
想的と言える。
　しかし、現時点では、日本には
世界に並ぶクラウドセンターがま
だ存在していない。前述したよう
な、海外で技術開発が進展中のコ
ンテナ型のクラウドセンターの導
入については、IIJ 社がやっと実証

実験を開始したという状況である。
　例えば、2― 2 で述べたように、
クラウドセンターを構成する要素
機器の価格は、下落し続けており、
価格破壊が日常的になっている。
小規模なICT事業者は、今後のサー
ビス価格が低下すると考えられる
ため、既存設備の投資回収は難し
く、経営が苦しくなる恐れがある。
一方で、先行している大規模事業
者は、包括的な TCO 削減の効果
を享受しながら、サービス価格を

下げて競争優位を確保できるとい
う状況が生まれる。今後は、この
分野への新規参入がますます困難
になる可能性がある。
　日本になぜ世界規模のクラウド
センターができないかについては、
狭小な国土や、アジアの極東にあ
るという地勢上の問題、地震など
自然災害のリスク、土地代・電気
代・水道代・人件費などの費用が
高価なこと、人的資産の不足、優
遇税制の欠如などという問題に加
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えて、法制の硬直性があげられて
いる。しかし、シンガポールや香
港におけるクラウドセンター開設
の動きをみると、国土の狭小さや
費用は理由にはならない。むしろ、
法制などの障害の方が大きい可能
性がある。例えば、米国で作られ
たコンテナ型のセンターをそのま
ま日本に持ってこようとすれば、
建築基準法・消防法など、日本の
法令に合わないことが最大の問題

点だと言われている。これは、
1990 年代にインターネットの検索
エンジンの開発において、日本の
著作権法の運用上の不透明性が大
きくて、検索サービスが立ち遅れ
たという経緯を思い起こさせる。
　将来的には、多くの産業やサー
ビスがクラウドというインフラス
トラクチャに依存するようになる
とみられているが、日本の現状が
このまま続くとすれば、クラウド

の基盤およびクラウド・サービス
を、日本のユーザーは、海外企業
に依存し、継続的に費用を支払っ
ていくことになる。エネルギーや
食糧における自給率と安全保障が
議論になってきているが、今後は、
情報および情報保管に関する自給
率と安全保障も考える必要が生じ
る。

7   海外先進国の動き

　クラウド最先進国である米国に
お い て は、 政 府 は 連 邦 調 達 局

（General Services Administration、
GSA）などが中心となって、IaaS
や PaaS を含めて積極的なクラウ
ドの利用を促進している。例えば、
すでに GSA のウェブサイトでは、
コンピュータやストレージなどを

クラウドで調達利用することがで
きる 18）。欧州では、EU 指令によ
り政府関係が EU 域外のデータセ
ンターを利用できないことになっ
ているため、アイルランドなどに
クラウドセンターが設置されてき
た。EuroCloud という業界団体も
2009 年 10 月に設立されている。

アジアでは、中国・シンガポール・
ベトナム・インド・ドバイなどに
クラウドセンターがすでに設置さ
れるか、近々設置の予定となって
いる。台湾では、政府主導の「台湾
雲端運算（クラウドコンピューティ
ング）聯盟」が 2010 年 4 月に設立さ
れている 19）。

8   クラウドに関わる人材育成

　他のあらゆる技術の場合と同様
であるが、クラウドを支え、それを
活用する人材とその育成も重要で
ある。米国では、Academic Cluster 
Computing Initiative16）という産官
学の人材育成プログラムが、日本
の九州大学を含めた米国外の大学
も参加して実施されている。日本
では、このようなクラウド技術に
かかわる人材育成と同時に、クラ
ウドにより社会・経済を変革でき
る人材の育成が急務である。
　その一つの方法として、グーグ
ル社、アマゾン社などを含めた新

たな国際的なビジネスリーダー的
企業への、国際インターンシップ
を実施することが考えられる。新
たなアイデア、発想、戦略がどの
ようにして生まれるのかを身を
もって体験させ“Thought Leader”
を大幅に育成することが、各企業
での自己努力のみならず、日本の
社会全体として行うべきことに思
われる。
　日本では、クラウドを支え、そ
れを活用する人材の育成という点
でも立ち遅れがみられる。クラウ
ドを活用した ICT サービス産業の

育成という面でも、クラウド以前
からの ICT サービス産業の不振と
いう背景もあって、先進国の中で
は立ち遅れており、今後、これを
どのようにして世界的に競争でき
る水準にまで持っていくかが課題
である。
　日本国内では、総務省・経済産
業省で、クラウドに関する研究会
が設置され、霞ヶ関クラウドなど
の計画が進められている。文部科
学省ではクラウドの人材育成支援
も行われているが、人材育成策は
十分とは言えない。
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　本レポートでは、クラウド・コ
ンピューティングにおいては、「所
有から利用へ」という考え方の変化
があり、地球上の 40 億人を超える
インターネット・ユーザへのス
ケーラビリティ拡大の方向性があ
ることを述べ、クラウドの利用や
開発の環境整備の必要性を訴えた。
　現在の日本企業において、クラ
ウド導入の最大理由は、帳簿上の
コスト削減となっているが、クラ
ウド導入は、所有に基づいた経済
から利用に基づく経済への変革と
なる 24）。そのような変革を実現す
るプラットフォームとして、クラ
ウドとそれを支えるクラウドセン
ターがある。これからの産業のそ
のようなマザー・マシンの役割を
果たすのが、これからのクラウド
センター技術である。このような

技術開発のためには、特区設置な
どを含めて法制度の柔軟な運用に
向けて、あらゆる対策を講じてい
くべきであろう。
　数年前まで話題になっていたグ
リッド・コンピューティング 21）の
考え方では、クラウドセンターと
同じように大量の計算要素を使う
のだが、利用者が限られていたた
めに、社会的な影響まで論じられ
ることはなかった。数年前に比べ
ても、情報通信基盤が一層充実し
たという背景もあり、クラウドで
は、社会的な影響、特に産業一般
に対する影響が大きいため、情報
産業界の受け止め方も大きな期待
と不安に満ちたものとなっている。
この機会を有効に利用できるか否
かが、情報通信産業に属する企業
の今後の存続を決めると言っても

過言ではない。様々な分野でのビ
ジネスモデルの大幅な変革が、特
に我が国の情報通信産業にとって
は大きな転機となると考えられる。
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